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注　１．　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　２．　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により

行っております。
　　３．　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定

額法）、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ
るものについては期末月１カ月平均に基づいた市場価格等に基づく時価法（売上原価は
主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又
は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全
部資本直入法により処理しております。

　　４．　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用され
ている有価証券の評価は、時価法により行っております。

　　５．　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
　　６．　動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数
は次のとおりであります。

　　　　　　建　物　１０年～３９年
　　　　　　動　産　４年～１５年
　　７．　自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法により償却しております。
　　８．　外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しておりま

す。
　　　　当中間期は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する経過措置を

適用し、「資金関連スワップ取引」については、従前の方法により会計処理しております。
　　　　なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行わ

れ、当該資金の調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該
元本相当額に将来支払うべき又は支払を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当
額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為替スワップ取引であります。

　　９．　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　　　破産・特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」と

いう）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）の
債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状
況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権につい
ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率
等に基づき計上しております。

　　　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づい
て上記の引当を行っております。

　　　　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担
保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額
として債権額から直接減額しており、その金額は１３，９６８百万円であります。

　　１０．　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見
込額のうち、当中間期に帰属する額を計上しております。

　　１１．　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上
しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

　　　　　数理計算上の差異　　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期か
ら費用処理

　　　　なお、会計基準変更時差異（１，４０４百万円）については、１５年による按分額を費用処理
することとし、当中間期においては同按分額に１２分の６を乗じた額を計上しております。

　　１２．　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

　　１３．　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
　　１４．　動産不動産の減価償却累計額　５，２５１百万円
　　１５．　動産不動産の圧縮記帳額　６８百万円
　　１６．　貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部については、リース契約

により使用しております。
　　１７．　貸出金のうち、破綻先債権額は７，５８０百万円、延滞債権額は１９，５８３百万円であります。
　　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその

他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま
でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営
再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であり
ます。

　　１８．　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１，２４０百万円であります。
　　　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以

上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
　　１９．　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１８，０５５百万円であります。
　　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないも
のであります。

　　２０．　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額
は４６，４６０百万円であります。

　　　　なお、１８．から２２．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
　　２１．　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）にもとづき金融取引として処理
しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形および買
入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は５，７９６百万円であります。

　　２２．　為替決済等の取引の担保として、有価証券１７，１７７百万円を差し入れております。
　　　　また、動産不動産のうち保証金権利金は３８７百万円であります。
　　２３．　土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の



　 

土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価
に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差
額金」として資本の部に計上しております。

　　　　　再評価を行った年月日　　平成１１年３月３１日
　　　　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　　　　　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条

第４号に定める「地価税法」に基づいて、（奥行価格補正、時点修正、近隣売買
事例による補正等）合理的な調整を行って算出

　　２４．　商法第２９０条第１項第６号に規定されている時価を付したことにより増加した純資産
額は、２２５百万円であります。

　　２５．　有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有
価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれています。

　　　　売買目的有価証券
　　　　　　中間貸借対照表計上額　　　　　　　　４７百万円
　　　　　　当中間期の損益に含まれた評価差額　△０百万円
　　　　満期保有目的の債券で時価のあるもの
　　　　　　　　　中間貸借対照表　　　時　価　　　　差　額
　　　　　　　　　　計　上　額　　　　　　　　　　　　　　　　　うち益　　　うち損
　　　　国　債　　１１，２７３百万円　　１１，５７７百万円　　３０３百万円　　３０３百万円　　―百万円
　　　　地方債　　　３，６４８　　　　　３，７１９　　　　　　７０　　　　　　７０　　　　　―
　　　　社　債　　　２，２２３　　　　　２，１３８　　　　　△８４　　　　　　１１　　　　　９５
　　　　その他　　　６，８０８　　　　　６，４８２　　　　△３２６　　　　　　１　　　　　３２８　　　　 　　　　　合　計　　２３，９５４　　　　　２３，９１７　　　　　△３６　　　　　３８７　　　　　４２３
　　　　その他有価証券で時価のあるもの
　　　　　　　　　　取得原価　　中間貸借対照表　評価差額
　　　　　　　　　　　　　　　　　計　上　額　　　　　　　　　　うち益　　　うち損
　　　　株　式　　　３，４５６百万円　　３，５８９百万円　　１３２百万円　　３７１百万円　　２３８百万円
　　　　債　券　　１３，１４１　　　　　１３，５０９　　　　　３６７　　　　　３７３　　　　　　５
　　　　　国　債　　５，２４０　　　　　５，３９５　　　　　１５４　　　　　１５４　　　　　　―
　　　　　地方債　　　―　　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―
　　　　　社　債　　７，９０１　　　　　８，１１３　　　　　２１２　　　　　２１８　　　　　　５
　　　　その他　　　３，２３４　　　　　３，１３５　　　　　△９９　　　　　　１０　　　　　１１０　　　　 　　　　　　合　計　１９，８３３　　　　　　２０，２３３　　　　　３９９　　　　　７５４　　　　　３５４
　　　　　　なお、上記評価差額から繰延税金負債１６６百万円を差し引いた２３３額百万円が、「株

式等評価差額金」に含まれております。
　　２６．　当中間期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
　　　　　　売却額　　　　売却益　　　　売却損
　　　　　１０，３９３百万円　　３５８百万円　　　１０百万円
　　２７．　時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおり

であります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中間貸借対照表計上額
　　　　　子会社株式　　　　　　　　　　　　　　　３０百万円
　　　　　その他有価証券
　　　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）　　１，１５２百万円
　　　　　　追加型公社債投資信託　　　　　　　　２，３０２百万円
　　２８．　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定

額は次のとおりであります。
　　　　　　　　　　１年以内　　　１年超５年以内　　５年超１０年以内　　　　１０年超
　　　　債　券　　　２，５９５百万円　　　５，８１１百万円　　　２１，１４１百万円　　　１，１０７百万円
　　　　　国　債　　　２５　　　　　　１，２２１　　　　　　１４，９１６　　　　　　　５０５
　　　　　地方債　　　１８１　　　　　　　５２４　　　　　　　２，９４３　　　　　　　　－
　　　　　社　債　　２，３８８　　　　　　４，０６５　　　　　　　３，２８１　　　　　　　６０１
　　　　　その他　　　－　　　　　　　３７０　　　　　　　　２９９　　　　　　９，０８３　　　　 　　　　　合　計　　　２，５９５　　　　　　６，１８１　　　　　　２１，４４０　　　　　　１０，１９０
　　２９．　金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。
　　　　運用目的の金銭の信託
　　　　　　中間貸借対照表計上額　　　　５，０００百万円
　　３０．　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申

し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額ま
で資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
２７，４３６百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが１，９６０百万円ありま
す。

　　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実
行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ
りません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由
があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をするこ
とができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・
有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じており
ます。

　　３１．　銀行法施行規則別紙様式が「銀行施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成１４年１０月
１５日付内閣府令第６３号）により改正されたことに伴い、以下のとおり表示方法を変更し
ております。

　　　（１）前中間期において区分掲記していた「再評価差額金」は、当中間期からは「土地再
評価差額金」として表示しております。

　　　（２）前中間期において区分掲記していた「評価差額金」は、当中間期からは「株式等評
価差額金」として表示しております。

　　　（３）前中間期において資本の部は、「資本金」、「法定準備金」及び「剰余金」として区
分掲記しておりましたが、当中間期からは、「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰
余金」として表示しております。



（単位：百万円）

金　　　　　　額科　　　　　　目

  ５，７２２

 ４，９５６ 

 （ ４，５１８） 

 （   ４１０）

 ３５３  

 ３６７  

 ４５  

  ６，００８

 ２５８ 

 （　 １７４）

 ３６４ 

 ３３ 

 ３，４１７ 

 １，９３４ 

  ２８５

  ６

  ９０

  ３６９

  １３

  △５２３

  １３９

経 常 収 益

 資 金 運 用 収 益

  （うち貸出金利息）

  （うち有価証券利息配当金）

 役 務 取 引 等 収 益

 そ の 他 業 務 収 益

 そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

 資 金 調 達 費 用

  （うち預金利息）

 役 務 取 引 等 費 用

 そ の 他 業 務 費 用

 営 業 経 費

 そ の 他 経 常 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 利 益

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　２．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額１，６３２百万円、

株式等償却１７２百万円を含んでおります。
　３．「特別損失」には、早期退職加算金８９百万円を含んでおりま
す。

（ ）第１４１期中　　　　 中間損益計算書平成１４年４月１日から
平成１４年９月３０日まで
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【連結】

平成14年度中間期 平成13年度中間期

(平成14年9月期) 平成13年度中間期比 (平成13年9月期)

 連結粗利益 1 4,924 59 4,865

 資金利益 2 4,697 △ 138 4,835

 役務取引等利益 3 15 △ 187 202

 その他業務利益 4 211 383 △ 172

 営業経費 5 3,203 △ 322 3,525

 貸倒償却引当費用 6 1,632 376 1,256

 貸出金償却 7 0 △ 107 107

 個別貸倒引当金繰入額 8 1,210 145 1,065

 一般貸倒引当金繰入額 9 421 338 83

 その他 10 △ 373 3,813 △ 4,186

 経常利益 11 △ 284 3,818 △ 4,102

 特別損益 12 △ 84 △ 121 37

 税金等調整前中間純利益 13 △ 368 3,696 △ 4,064

 法人税、住民税及び事業税 14 15 △ 14 29

 法人税等調整額 15 △ 523 △ 741 218

 少数株主利益 16 ― △27 27

 中間純利益 17 139 4,480 △ 4,341

(連結対象会社数) (社)

平成14年度中間期 平成13年度中間期

(平成14年9月期) 平成13年度中間期比 (平成13年9月期)

 連結子会社数 1 △ 3 4

（単位：百万円）

－２－



（株式会社　和歌山銀行）

2. 業務純益 【単体】

(単位：百万円)

平成14年度中間期 平成13年度中間期

(平成14年9月期) 平成13年度中間期比 (平成13年9月期)

 (1)業務純益

(一般貸倒引当金繰入前) 1,705 472 1,233

 職員一人当たり(千円) 2,842 999 1,843

 (2)業務純益 1,283 183 1,100

 職員一人当たり(千円) 2,139 494 1,645

3. 利鞘 【単体】

(国内業務部門)

平成14年度中間期 平成13年度中間期

(平成14年9月期) 平成13年度中間期比 (平成13年9月期)

 (１)資金運用利回 (A) 2.32% -0.16% 2.48%

 貸出金利回 (B) 2.87% -0.07% 2.94%

 有価証券利回 1.38% 0.31% 1.07%

 (２)資金調達原価(含む経費) (C) 1.71% -0.21% 1.92%

 預金債券等原価(含む経費) (D) 1.70% -0.20% 1.90%

 預金債券等利回 (E) 0.08% -0.11% 0.19%

 (３)総資金利鞘         (A)-(C) 0.61% 0.05% 0.56%

 (４)預貸金利鞘         (B)-(D) 1.17% 0.13% 1.04%

 (５)預貸金利回差       (B)-(E) 2.79% 0.04% 2.75%

4. 有価証券関係損益 【単体】

(単位：百万円)

平成14年度中間期 平成13年度中間期

(平成14年9月期) 平成13年度中間期比 (平成13年9月期)

 国債等債券損益(５勘定尻) 328 374 △ 46

 売却益 356 347 9

 償還益 0 △ 2 2

 売却損 9 50 50

 償還損 18 9 9

 償却 ― ― ―

 株式等損益(３勘定尻) △ 171 △ 182 11

 売却益 1 △ 11 12

 売却損 0 0

 償却 172 172 0

5. ＲＯＥ 【単体】

平成14年度中間期 平成13年度中間期

(平成14年9月期) 平成13年度中間期比 (平成13年9月期)

 業務純益(一般貸倒繰入前)ベース 21.62% 4.66% 16.96%

－３－

ROE=
業務純益(一般貸倒繰入前)
(期首株主資本＋期末株主資本)÷２

×１００
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6. 有価証券の評価損益

①有価証券の評価基準

 売買目的有価証券 時価法(評価差額を損益処理)

 満期保有目的有価証券 償却原価法

 その他有価証券 時価法（評価差額は全部資本直入法）

 子会社株式及び関連会社株式 原価法

②評価損益

【単体】

評価損益 評価損益
13年9月末比 評価益 評価損 評価益 評価損

 満期保有目的有価証券 △ 36 △ 62 387 423 26 68 42

 子会社株式及び関連会社株式 ― ― ― ― ― ― ―

 その他有価証券 399 1,576 754 354 △ 1,177 696 1,873

 株式 132 1,482 371 238 △ 1,350 67 1,417

 債券 367 △ 224 373 5 591 627 35

 その他 △ 99 319 10 110 △ 418 2 421

 合計 363 1,513 1,141 778 △ 1,150 765 1,916

 株式 132 1,482 371 238 △ 1,350 67 1,417

 債券 656 42 758 101 614 687 73

 その他 △ 425 △ 7 12 438 △ 418 2 421

【連結】

評価損益 評価損益
13年9月末比 評価益 評価損 評価益 評価損

 満期保有目的有価証券 △ 36 △ 62 387 423 26 68 42

 その他有価証券 399 1,576 754 354 △ 1,177 696 1,873

 株式 132 1,482 371 238 △ 1,350 67 1,417

 債券 367 △ 224 373 5 591 627 35

 その他 △ 99 319 10 110 △ 418 2 421

 合計 363 1,513 1,141 778 △ 1,150 765 1,916

 株式 132 1,482 371 238 △ 1,350 67 1,417

 債券 656 42 758 101 614 687 73

 その他 △ 425 △ 7 12 438 △ 418 2 421

平成13年9月末

－４－

(単位：百万円)

平成14年9月末

平成14年9月末

(単位：百万円)

平成13年9月末
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7. 自己資本比率(国内基準)

【連結】

14年9月末 13年9月末 14年3月末

［速報値］ 13年9月末比 14年3月末比

 (１)自己資本比率 9.14% 3.46% 2.05% 5.68% 7.09%

 (２)ＴｉｅｒⅠ 210 79 121 131 89

 (３)ＴｉｅｒⅡ(算入額) 20 0 △ 69 20 89

 (イ)一般貸倒引当金 15 △ 1 0 16 15

 (ロ)負債性資本調達手段等 ― ― △ 69 ― 69

 (イ)＋(ロ) 15 △ 1 △ 69 16 84

 (４)控除項目 0 △ 2 0 2 0

 (５)自己資本 (2)＋(3)－(4) 230 80 52 150 178

 (６)リスクアセット 2,519 △ 129 5 2,648 2,514

【単体】

14年9月末 13年9月末 14年3月末

［速報値］ 13年9月末比 14年3月末比

 (１)自己資本比率 9.13% 3.68% 2.03% 5.45% 7.10%

 (２)ＴｉｅｒⅠ 210 85 121 125 89

 (３)ＴｉｅｒⅡ(算入額) 20 0 △ 69 20 89

 (イ)一般貸倒引当金 15 △ 1 0 16 15

 (ロ)負債性資本調達手段等 ― ― △ 69 ― 69

 (イ)＋(ロ) 15 △ 1 △ 69 16 84

 (４)控除項目 0 △ 2 0 2 0

 (５)自己資本 (2)＋(3)－(4) 230 87 52 143 178

 (６)リスクアセット 2,521 △ 112 14 2,633 2,507

△ 2 0

2 0△ 2 0

－５－

 (他の金融機関の資本調達手段の意図
的な保有相当額) 0

(単位：億円)

(単位：億円)

2 0
 (他の金融機関の資本調達手段の意図
的な保有相当額) 0
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Ⅱ　貸出金等の状況

1．自己査定、開示及び償却・引当との関係【単体】
直接減額後ベース

未収利息不計上基準：自己査定における債務者区分が破綻懸念先、実質破綻先、破綻先である

　　　　　　　　　　債務者に対する貸出金の未収利息を不計上としております。

（単位：億円）

自己査定の

債務者区分

危険債権

要管理債権

正常債権

特定海外債権引当勘定

B．個別引当金+要管理先債権

A=①+②+③

（注）1.破綻先・実質破綻先に対して部分直接償却140億円実施しております。

　　　2.引当率は、各区分に対する各引当額によるカバー率を示しておりますが「破産更生債権

　　　　及びこれらに準ずる債権」「危険債権」「要管理債権」については開示額から担保等に

　　　　より保全された金額を除いた残額（非保全額）に対するカバー率を示しております。

－６－

引当金残高

（引当率）

破綻更生債権及びこれらに

保全不足額に対100％引当

金融再生法に基づく開示債権 保全状況 引当方針

個
別
貸
倒
引
当
金

59

破綻懸念先

35

（100%）

破綻先

債権の回収可能性等を勘案して個別に

査定のうえ必要とする額を引当

準ずる債権

実質破綻先 （100%）

要注意先

10

(0.37%)将来の予想損失額を引当

債務者区分「正常先・要注意先」に

対して過去の貸倒実績率に基づいた

正常先

－

　　総　　計 貸倒引当金　計 127

117
　　に対する一般貸倒引当金

C　担保保証等による保全部分 D　担保･保証等による保全部分以外

279 186

担保・保証等控除後債権に対する引当率

（B/D）　　　　　　62.8％

（14/3末比　+2.3％）

　　　　　保全率

（（B+C）/A）　　　　　　85.1％

（14/3末比　△1.0％）

①159（14/3末比 +67)

②114（14/3末比 △65）

③193（14/3末比 △34）

2,692

　保全　100

非保全　59

　保全　 79

非保全　35

要管理債権中の

担保 ･保証等に 101
よる保全部分

要管理先債権
に対する引当
23（25.1％）

3,157

465
（14/3末比　△31）
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２. リスク管理債権の状況

部分直接償却実施 (  前 ・ 後　)

未収利息不計上基準 (破綻懸念先以下に対しては未収利息不計上)

【単体】 (単位：百万円)

14年9月末 14年3月末 13年9月末

 リスク管理債権 14年3月末比 13年9月末比

 破綻先債権 7,580 3,324 1,289 4,256 6,291

 延滞債権 19,583 △ 2,754 2,970 22,337 16,613

 ３ヵ月以上延滞債権 1,240 743 358 497 882

 貸出条件緩和債権 18,055 △ 4,110 △ 690 22,165 18,745

 合計 46,460 △ 2,796 3,927 49,256 42,533

(参考)

　部分直接償却額 13,968

 貸出金残高 (末残) 312,936 △ 6,016 △ 14,203 318,952 327,139

 破綻先債権 2.4% 1.1% 0.5% 1.3% 1.9%

 延滞債権 6.3% △0.7% 1.2% 7.0% 5.1%

 ３ヵ月以上延滞債権 0.4% 0.2% 0.1% 0.2% 0.3%

 貸出条件緩和債権 5.8% △1.1% 0.1% 6.9% 5.7%

 合計 14.8% △0.6% 1.8% 15.4% 13.0%

部分直接償却実施 (  前 ・ 後　)

【連結】 (単位：百万円)

14年9月末 14年3月末 13年9月末

 リスク管理債権 14年3月末比 13年9月末比

 破綻先債権 7,580 3,324 838 4,256 6,742

 延滞債権 19,583 △ 2,754 3,451 22,337 16,132

 ３ヵ月以上延滞債権 1,240 743 354 497 886

 貸出条件緩和債権 18,055 △ 4,110 △ 843 22,165 18,898

 合計 46,460 △ 2,796 3,800 49,256 42,660

(参考)

　部分直接償却額 13,968

 貸出金残高 (末残) 312,936 △ 6,016 △ 13,710 318,952 326,646

 破綻先債権 2.4% 1.1% 0.3% 1.3% 2.1%

 延滞債権 6.3% △0.7% 1.4% 7.0% 4.9%

 ３ヵ月以上延滞債権 0.4% 0.2% 0.1% 0.2% 0.3%

 貸出条件緩和債権 5.8% △1.1% 0% 6.9% 5.8%

 合計 14.8% △0.6% 1.7% 15.4% 13.1%

貸
出
金
残
高
比

貸
出
金
残
高
比

－７－
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３. 貸倒引当金等の状況

部分直接償却実施 (  前 ・ 後　)

【単体】 (単位：百万円)

14年9月末 14年3月末 13年9月末
13年3月末比 12年9月末比

 貸倒引当金 12,931 1,582 1,522 11,349 11,409

 一般貸倒引当金 3,301 422 807 2,879 2,494

 個別貸倒引当金 9,629 1,160 715 8,469 8,914

 特定海外債権引当勘定 － － － － －

（参考）部分直接償却による減少額

 個別貸倒引当金 13,968

 債権売却損失引当金 －

部分直接償却実施 (  前 ・ 後　)

【連結】 (単位：百万円)

14年9月末 14年3月末 13年9月末
13年3月末比 12年9月末比

 貸倒引当金 12,931 1,582 1,834 11,349 11,097

 一般貸倒引当金 3,301 422 722 2,879 2,579

 個別貸倒引当金 9,629 1,160 1,112 8,469 8,517

 特定海外債権引当勘定 － － － － －

（参考）部分直接償却による減少額

 個別貸倒引当金 13,968

 債権売却損失引当金 －

４. リスク管理債権に対する引当率

【単体】

14年9月末 14年3月末 13年9月末
14年3月末比 13年9月末比

 部分直接償却後 27.8% 4.8% 1.0% 23.0% 26.8%

【連結】

14年9月末 14年3月末 13年9月末
14年3月末比 13年9月末比

 部分直接償却後 27.8% 4.8% 1.8% 23.0% 26.0%

－８－
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５. 金融再生法開示債権

部分直接償却実施 (  前 ・ 後　)

【単体】 (単位：百万円)

14年9月末 14年3月末 13年9月末
14年3月末比 13年9月末比

６. 金融再生法開示債権の保全状況

部分直接償却実施 (  前 ・ 後　)

【単体】 (単位：百万円)

14年9月末 14年3月末 13年9月末
14年3月末比 13年9月末比

 保全額 (B) 39,604 △ 3,151 1,746 42,755 37,858

 貸倒引当金 (C) 11,683 1,106 1,202 10,577 10,481

 担保保証等 (D) 27,921 △ 4,255 545 32,176 27,376

 保全率 (B)/(A) 85.1% △1.0% △3.1% 86.1% 88.2%

 引当率 (C)/((A)-(D)) 62.8% 2.3% △4.6% 60.5% 67.4%

７. 預金、貸出金の残高

【単体】 (単位：百万円)

14年9月末 14年3月末 13年9月末
14年3月末比 13年9月末比

408,058 2,424 △ 551 405,634 408,609

404,941 △ 503 △ 1,798 405,444 406,739

312,936 △ 6,016 △ 14,203 318,952 327,139

313,807 △ 13,161 △ 16,725 326,968 330,532

＊預金には譲渡性預金を含んでおりません。

－９－

 預　　金  （ 末　残 ）

 　　　　  （ 平  残 ）

 貸 出 金  （ 末　残 ）

 　　　　  （ 平  残 ）

 破産更生債権及び
これらに準ずる債権

 危険債権

 要管理債権

15,869

19,296

3,312 12,557

11,354 609 10,745

6,695 9,174

17,828△ 6,474

△ 332 19,628

 合計 (A) 46,520 3,589 42,931

22,662

49,665

△ 3,366

△ 3,145




